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個人情報保護委員会は、2025年 2月 19日、「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について （個人デー

タ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り方）」を公表しました。 

現在、個人情報保護委員会において検討されている個人情報保護法改正の「制度的な論点」として、(1)個人デー

タ等の取扱いにおける本人関与に係る規律の在り方、(2)個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに

適切に対応した規律の在り方、(3)個人情報取扱事業者等による規律遵守の実効性を確保するための規律の在り方

が示されており、今回は、このうち(2)個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規

律の在り方についての具体的な改正内容の案が公表されました。 

2025 年 2 月 5 日には、(1)個人データ等の取扱いにおける本人関与に係る規律の在り方の具体的な改正内容の案

が公表されたところであり、個人情報保護法改正の内容がまとまりつつあります。 

（ニューズレター「『個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について』の公表（2025年 2月 5日）」参照） 

本ニューズレターではこの内容と企業実務への影響について解説します。 

 

1. 個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り方の概要 

今回公表された事項と想定される対応事項の概要は以下のとおりです。ただし、今回公表された事項はあくまで

も案であり確定した改正事項ではないため、いずれも直ちに対応が必要になるものではないことにご留意くださ

い。 

 内容 対応事項として現時点で想定されるもの 対応時期 

1 特定の個人に対する働きかけが可

能となる個人関連情報に関する規

律の在り方 

クッキーポップアップの表示が必要にな

る？ 

改正法施行まで

に対応が必要 

2 本人が関知しないうちに容易に取

得することが可能であり、一意性・

不変性が高いため、本人の行動を長

顔特徴データの利用の有無、利用目的の確認 

顔特徴データを利用している場合は「周知」

の実施 

改正法施行まで

に対応が必要 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250210appi_20250205/
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期にわたり追跡することに利用で

きる身体的特徴に係るデータ（顔特

徴データ等）に関する規律の在り方 

3 悪質な名簿屋への個人データの提

供を防止するためのオプトアウト

届出事業者に対する規律の在り方 

オプトアウト事業者は、個人データ提供時に

利用目的を確認するフローの追加 

オプトアウト事業者から個人データを取得

する場合は、利用目的を確認されることがあ

り、虚偽の回答をしてはならないことの社内

周知 

改正法施行まで

に対応が必要 

 

2. 特定の個人に対する働きかけが可能となる個人関連情報に関する規律の在り方 

特定の個人に対して何らかの連絡を行うことができる記述等である特定の個人の所在地（住居、勤務先等）、電話

番号、メールアドレス、Cookie ID 等を含む個人関連情報、仮名加工情報、匿名加工情報について、不適正利用

及び不正取得の規律を導入することが検討されています。 

不正取得については、カメラによる顔画像の撮影について、「カメラにより自らの個人情報が取得されているこ

とを本人において容易に認識可能とするための措置を講じなければな」らないとの見解が示されており（Q&A1-

16）、すなわち個人情報を取得されていることを本人において容易に認識可能とするための措置が講じられてい

ないのに個人情報を取得することは、不正取得（個情法 20条 1項）に当たる可能性があります。 

他方、現在、個人情報ではないクッキー情報を取得する場合に、クッキーポップアップを表示させることは日本

法上義務付けられておらず、実務上もクッキーポップアップが表示されていないサイトが数多くみられます。し

かし、個人情報を取得されていることを本人において容易に認識可能とするための措置が講じられていないのに

個人情報を取得することが不正取得に該当するのであれば、取得する情報が個人情報でなくてもクッキーポップ

アップを表示させることが必要となる可能性があります。この点は、個人関連情報等の不正取得としてどのよう

な例が示されるかを注視し、対応の要否を検討する必要があります。 

 

3. 本人が関知しないうちに容易に取得することが可能であり、一意性・不変性が高いため、本人の行動を長期に

わたり追跡することに利用できる身体的特徴に係るデータ（顔特徴データ等）に関する規律の在り方 

顔特徴データ等の取扱いについて①個人情報取扱事業者の名称・住所・代表者の氏名、②顔特徴データ等を取り

扱うこと、③顔特徴データ等の利用目的、④顔特徴データ等の元となった身体的特徴の内容、⑤利用停止請求に

応じる手続等を周知することを義務付けることが想定されています。ただし、周知により本人又は第三者の権利

利益を害するおそれがある場合、周知により当該個人情報取扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがあ

る場合、国又は地方公共団体の事務の遂行に協力する必要がある場合であって、周知により当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがある場合等は例外とされています。 

対象となる情報は顔特徴データ等とされていますが、生体データ（個人識別符号のうち個情法施行令 1条 1 号に

当たるもの）のうち、本人が関知しないうちに容易に（それゆえに大量に）入手することができ、かつ、一意性

及び不変性が高く特定の個人を識別する効果が半永久的に継続するという性質を有するものに限られているこ

とから、基本的には顔特徴データのみが対象になると考えられます。なお、顔写真は、顔特徴データには当たり

ません。 

また、一定事項の「周知」の義務付けが検討されていますが、「周知」はこれまで個人情報保護法には定められて

いなかった概念であり、規則で定めることが想定されています。もっとも、現在も防犯目的で顔識別機能付きカ

メラを利用する場合に一定事項をカメラの設置場所等に掲示することが望ましいとの見解が示されていること

から（Q&A1-14、個人情報保護委員会「犯罪予防や安全確保のための顔識別機能付きカメラシステムの利用につ

いて」（2023 年 3 月））、これらに近いものになる可能性があります（ニューズレター「『犯罪予防や安全確保の

ための顔識別機能付きカメラシステムの利用について』の概要」参照）。 

企業においては、マーケティング目的で顔特徴データを取得している場合、新たに「周知」を行わなければなら

ない可能性があります。これまで、顔特徴データを取得しない防犯カメラを設置する場合には、カメラにより撮

影していることさえ本人において容易に認識可能といえるよう、外観上カメラであることが分かれば足りたこと

や、カメラを設置する空間の美観との兼ね合いもあり、現時点で顔特徴データを取得していることの掲示を行っ

ている企業は多くはないと思われます。しかし、上記が改正された場合、Q&A1-14等のようにカメラの設置場所

等への掲示が求められることもありえ、対応を検討していく必要があります。 

また、一定の例外事由が定められており、防犯のための利用であれば例外事由に当たる可能性が高いと思われま

す。もっとも、クレーマー対策、迷惑行為を行う顧客対策などの場合でも例外事由に当たるかについては、今後

の改正動向を踏まえて慎重に検討する必要があると考えられます。 

 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/2412_APPI_QA.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/kaoshikibetsu_camera_system.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/kaoshikibetsu_camera_system.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/cctv/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/cctv/
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4. 悪質な名簿屋への個人データの提供を防止するためのオプトアウト届出事業者に対する規律の在り方 

オプトアウト制度に基づき個人データを第三者に提供する際に、あらかじめ提供先の身元（氏名又は名称、住所、

代表者氏名）及び利用目的を確認しなければならないこととすることが検討されています。ただし、オプトアウ

ト届出事業者が当該個人データを取得した時点において、当該個人データが本人、国の機関、地方公共団体等に

よって公開されていたものである場合等は例外とすることが想定されています。 

また、オプトアウト事業者が上記事項の確認を行う場合に、確認にかかる事項を偽った場合、提供先に過料を科

すことが想定されています。 

個人データを第三者に提供する場合、原則として本人の同意を得る必要がありますが（個情法 27条 1 項）、一定

事項の通知又は公表と個人情報保護委員会への届出を行うことで、本人の同意なく個人データを第三者提供でき

るオプトアウト制度があります（個情法 27条 2 項、3 項）。もっとも、オプトアウト事業者が、名簿の販売先が、

法に違反するような行為を行う者にも名簿を転売する転売屋（ブローカー）だと認識していたにもかかわらず、

意図的に販売先での名簿の用途を詳しく確認せず、転売屋に名簿を販売したことが、個人情報保護法 19 条違反

（不適正利用の禁止）に当たるとして、行政指導がなされるという事案も発生していました（個人情報保護委員

会「オプトアウト届出事業者に対する個人情報の保護に関する法律に基づく行政上の対応について」（令和 6 年

1月 17日））。 

上記の改正がなされた場合、オプトアウト事業者に上記の確認が義務付けられることとなりますが、現行法にお

いても、オプトアウトにより第三者提供をする場合に、提供先の第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者氏名を記録することが義務付けられているため（個情法 29条 1項、個情法規則 20 条 1項

1号）、実質的には利用目的の確認が追加されるということになります。 

また、オプトアウト事業者から個人データを取得する場合は利用目的の確認を受けることとなりますが、虚偽の

回答をすると過料が科される可能性もあることから、自社においてオプトアウト事業者から個人データを取得す

る場合には、利用目的の確認が行われることや、正確に回答する必要があることについて周知しておく必要があ

ります。 

 

5. 個人情報保護法の改正に向けた検討状況 

個人情報保護法改正に向けたこれまでの検討状況は以下のとおりです。 

2024年 6月 24 日 「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討の中間整理」の公表 

改正を検討する事項と検討の方向性について示したもの 

（U&Pニューズレター：「個人情報保護法改正の中間整理」参照） 

2024年 7月～12月 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しに関する検討会」の実施 

課徴金制度や団体による差止請求制度及び被害回復制度について検討 

2024年 10月 16日 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しの検討の充実に向けた視点」及び「今後

の検討の進め方」の公表 

2024年 12月 25日 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しに関する検討会の報告書」の公表 

検討会における課徴金制度や団体による差止請求制度及び被害回復制度の改正につい

ての議論を取りまとめたもの 

（U&P ニューズレター：「個人情報保護法のいわゆる 3 年ごと見直しに関する検討会

報告書（案）の公表」参照） 

2025年 1月 22日 「『個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討』の今後の検討の進め方につ

いて」の公表 

中間整理に検討事項を追加など 

（U&P ニューズレター：「個人情報保護法改正の追加検討事項の公表（2025 年 1 月

22日）」参照） 

2025年 2月 5日 「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について（個人データ等の取扱いに

おける本人関与に係る規律の在り方）」の公表 

具体的な改正内容の案を公表 

2025 年 2 月 19 日

（New） 

「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について（個人データ等の取扱いの

態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り方）」の公表 

具体的な改正内容の案を公表 

 

関連セミナー 

・「個人情報保護法 3年ごと見直しの最新動向（2024年 12月）」（U&Pリーガルセミナー）【無料：2025/3/31ま

で配信中】（2024年 12月 24日収録） 

 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/240117_houdou.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/chukanseiri_honbun_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240627appi/
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/kentohkai/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_jyujitsunimuketashiten_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/241225_shiryou-1.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https:/www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite_r6.pdf
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https:/www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250123appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250123appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/seminar/20241220ann_appi/
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以 上 

 

ニューズレターの配信登録はこちらです。 

バックナンバーはこちらでご覧いただけます。  牛島総合法律事務所 
https://www.ushijima-law.gr.jp/ 

 

 

https://info.ushijima-law.gr.jp/submit_newsletter
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/
https://www.ushijima-law.gr.jp/

